
事例２ 調査をするための接触を拒否し、その後所在不明となった事例

【事案の概要】

⚫ 複数の企業から報酬等の収入を受領している納税者について、無申告が疑われたため調査を行おうとしたが、
当初はやりとりができていた携帯電話が着信拒否状態となったほか、その所在も不明となり、一切の連絡が
とれなくなった（海外に出国した模様）。

⚫ そこで、反面調査等に多大な事務量を投じた上で、最終的には法人から得た役員報酬等について更正処分
（公示送達による決定）をしたが、納税者との接触ができていないことから、申告義務の認識や仮装隠蔽行
為の有無等の確認・把握ができなかった。

【問題点等】

⚫ 反面調査をするためには、その端緒として何らかの情報が必要だが、納税者自身が所在不明となり、一切の
接触ができない場合にはそうした端緒がつかめず、取引の全容解明は困難を伴い、また、仮装隠蔽行為の有
無も確認することが困難となる。
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